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相続時精算課税／相続税の課税価格に加算される財産 

～贈与税の更正決定等の除斥期間が経過した財産も加算～ 
  

相続時精算課税を選択した場合、特定贈与者が死亡したときは、贈与財産の価額は相続税の課税価格に加

算されます。今回は、贈与税の除斥期間の経過により、贈与税の課税権が消滅した場合であっても、相続税

の課税価格に加算されるか否かが争われた判決をご紹介します。 

（令和７年１月１６日東京地裁・棄却・確定・TAINSコード：Ｚ８８８－２７３１) 
∞        ∞        ∞        ∞        ∞        ∞        ∞        ∞ 

＜事案の概要＞ 

甲及び乙（原告ら）は、亡丙（被相続人）からの現金の贈与について、渋谷税務署長に、相続税精算課税

を選択するため、平成２１年分の贈与税の申告書及び相続税精算課税選択届出書を提出しました。また、原

告らは、平成２１年中に亡丙から借地権相当額（本件借地権相当額）の贈与を受けましたが、その贈与税の

申告はしていませんでした。 

令和元年５月３１日、亡丙の相続が開始し、原告らは、相続税の申告及び修正申告を共同でしたところ、

渋谷税務署長から、被相続人から生前に賃借した土地に係る借地権の価額の２分の１に相当する金額を課

税価格に加算すべきであるとして、相続税の更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をそれぞれ受けま

した。本件は、原告らが、上記各処分はいずれも違法であると主張して、上記各更正処分のうち原告らが修

正申告した相続時精算課税適用財産の価額・課税価格・相続税額を超える部分及び上記各賦課決定処分の取

消しを求める事案です。 

＜裁判所の判断＞ 

 東京地裁では、次のとおり判断し、各更正処分等は適法であるとして、原告らの請求を棄却しました。 

① 相続税法２１条の１５第１項により相続税の課税価格に加算される相続時精算課税適用財産の範囲は、

相続時精算課税選択届出書の提出に係る財産の贈与を受けた年以後の年に特定贈与者からの贈与により

取得した財産として相続時精算課税の適用を受けるもののうち、同法２１条の２第１項等により贈与税

の課税価格の計算の基礎に算入されるものである。 

② 原告らは、平成２２年３月９日に提出した相続時精算課税選択届出書に係る財産の贈与を受けた平成

２１年以後の年である同年中に、対価を支払うことなく本件借地権相当額の経済的利益を受けたことに

より、当該経済的利益を贈与により取得したものとみなされる（相続税法９条）。そのため、本件借地権

相当額は、特定贈与者である亡丙からの贈与により取得した財産として相続時精算課税の適用を受ける

ものであって、原告らの贈与税の課税価格の計算の基礎に算入されるものに該当する。これに対し、その

該当性を否定する規定は相続税法その他関連法令において見当たらない。したがって、本件借地権相当額

は、相続税の課税価格に加算されるべきものである。 

③ 原告らは、本件借地権相当額の贈与に係る贈与税に対する更正決定等の除斥期間は既に経過していた

から、同贈与税について課税当局による課税権限の行使は不可能であり、本件借地権相当額は、相続税の

課税価格に加算することができない旨主張する。 

④ しかし、相続税法２１条の１５は、相続税の課税価格に加算される相続時精算課税適用財産の範囲につ

いて、相続時精算課税制度の適用を受ける財産のうち「当該取得の日の属する年分の贈与税の課税価格計

算の基礎に算入されるもの」と規定するにとどまり、これを超えて、納税者の申告や税務署長の更正決定

等により贈与税の課税価格に算入されたものとは規定していない。そのほか、同法の規定や本件全証拠に

よっても、原告らの主張を裏付ける規定や見解は見当たらない。したがって、原告らの上記主張は採用す

ることができない。 
                          ……（税法データベース編集室 依田孝子） 

◇以上の判決について詳細（全文・Ａ４判 16 頁）が必要な方は、2,500 円（税抜）で頒布しますので下記

あてご一報ください。 
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